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○小関勝助議長 宇津木正紀建設課長、簡潔にお

願いします。 

○宇津木正紀建設課長 これから台風シーズンで、

またおそれありますので、もう少し様子を見て、

建設課のほうで雪降る前には片づけたいと。あ

と、地区から今市長があったように要望があっ

たところについては、片づけるということで対

応してまいりたいと思います。消防団の方には

迷惑かからないように建設課のほうで対応させ

ていただきますので、よろしくお願いします。 

○小関勝助議長 ７番、我妻 昇議員。 

○７番 我妻 昇議員 時間がありませんので、

消防団が何もしないという意味じゃありません

ので、もしも協力をしなくちゃいけないという

ときはもちろん出ると思われますので、その辺

はざっくばらんにと思います。 

 ２番目については、今後また時間を見て質問

させていただきます。第５次総合計画のほうに

出すということですので、それを見たいと思っ

ております。 

 質問は以上で終わります。ありがとうござい

ました。 

○小関勝助議長 ここで昼食のため暫時休憩いた

します。再開は午後１時といたします。 

 

 

   午前１１時５８分 休憩 

   午後 １時００分 再開 

 

 

○小関勝助議長 休憩前に復し、午前に引き続き

会議を再開いたします。 

 市政一般に関する質問を続行いたします。 

 

 

 小関秀一議員の質問 

 

 

○小関勝助議長 次に、順位８番、議席番号５番、

小関秀一議員。 

  （５番小関秀一議員登壇） 

○５番 小関秀一議員 午後からの１番バッター

であります。よろしくお願いを申し上げます。 

 実りの秋目前にして、先ごろの自然災害等で

非常に今後の天候も心配されるわけですが、東

日本の被災地の復興、汚染水問題等を中心にす

る原発事故処理の課題など、国内外の諸問題山

積みの中であります。しかも、ＴＰＰや消費税

増税、憲法問題と、さまざまなこれからの日本

を考える上での課題を持ちながら、浮かれず、

未来の道筋を思い描きながら、市政一般に関す

る質問をさせていただきます。 

 最初に、農業問題に関して質問させていただ

きます。 

 当市の農業振興策についてはさまざまなデー

タがございますが、当市に限らず、農家数の減

少、そして高齢化については、今さら申すまで

もございません。特に農家数の減少については、

約20年で中央地区については63％、豊田、致芳

についても64％、66％が減少するというふうな、

非常に減少幅が大きい地区がございます。また、

経営面積についても、耕地面積の減少も含めて

でありますが、20％以上の耕地面積が減ってる

という現状もございます。さらに、農家の販売

額で見ますと、農家数の割合から申して３町歩

から５町歩までの経営面積の農家がむしろ減っ

てるということであります。５町歩以上の農家

については現在124戸ということで、多少ふえ

ぎみかなというふうなデータが残されておりま

す。 

 全体の長井市の耕地面積、今現在、水田等も

含めて2,700町歩ほどあるわけですが、この農

地をいかに将来ともに維持管理するというふう

なことについては、農林課、農業委員会を中心

にしてさまざまな施策が講じられておるわけで

ございますが、そうした中にありまして、今般、
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来年度の国の予算要求の中に、かつて民主党政

権下で出されました我が国の食と農林漁業の再

生のための基本計画、俗に私たちの言葉で人・

農地プランの施策の大きな柱に、第１番には農

地集積で担い手を確保するんだと。新規就農者

を２万人ほど増加をするというふうな大きな柱

を持ちながら、24年度から人・農地プランの地

域ごとのマスタープランの作成が始まっており

ます。さらに25年４月から、政府は産業競争力

会議等で担い手の農地集積や耕作放棄地の発生

防止に向けて、都道府県単位の農地中間管理機

構、これは仮称でありますが、を提案し、先ご

ろのマスコミ等の情報なり大臣の記者会見の答

弁にもありますが、26年度の概算要求の農林予

算の２兆6,000億円の中に、新規事業として

1,000億円強の農地中間管理機構の新設を提案

しております。これは現在の農地法下の農地政

策、経営転換を含む大きな農業政策の課題だな

というふうに私は捉えましたので、今般の質問

に上げさせていただきました。 

 以下、これに関係する本市事業の補正で提案

されております人・農地問題解決事業、これは

農林課長から、この目的と事業の課題等につい

てお示しをいただきたいというふうに思います。 

 ２つ目、それに伴う国でいう農地中間管理機

構、仮称でありますが、について、農地の番人

たる農業委員会組織がどのような課題をこの管

理機構の役割について考えておられるのか、農

業委員会会長にお答えをいただきたいというふ

うに思います。 

 ３つ目、特に農業に関する補助金のあり方や

法人化の課題など、本議会でもさまざま、これ

までも議論されてきました。ＴＰＰは言うに及

ばず、日本の食糧の生産確保、景気や他産業と

の安易な比較等も含めて語られがちであります

けれども、自然や食の文化をいかに実施、食の

確保を政策の中でいかに展開していくかという

重要な時期でありますので、さきに上げました

長井市約2,700町歩の農地管理と用水管理の将

来について、農村の全体のテーマにも関係しま

すので、広く市街地の用水管理ともあわせて課

題山積であります。安易な補助金という従来か

らのまるで農業批判のような意見もあることは

事実でありますけれども、経済至上主義の政策

の中で、第１次産業のあるべき政策議論は相入

れないものだなというふうに私は感じてきまし

た。殊、農地の管理、賃借、相続等となれば、

耕作主義に基本を置く個人所有の農地について

は、農業委員会の基本理念が問われるものと思

われます。当長井市農業委員会の見解をお聞き

したいと思います。 

 さらに、当長井市においては昭和55年の農業

基本法以来、最大政策として明瞭な農地改善組

合等の活用の中で、賃貸、売買の白紙委任の政

策が長井市方式と言われて、全国的にも有名な

農地管理を行ってまいりました。改善団体、現

在はあわせて円滑化団体、これは農協が今担っ

ておるわけでございますが、ほぼ人・農地プラ

ンを踏襲できる組織として定着しております。

だからこそ、担い手不足、遊休農地防止の一翼

を担う農用地流動化奨励補助金については、今

後ますます意義を持つ事業と思われます。かつ

ての総額より随分減額されたままとはいえ、わ

ずか今年度については35万円の予算で各改善組

合等の活動が行われております。現場ではどう

この補助事業について活用され、農業委員会と

してはどう効果や課題があるのか、農業委員会

の会長にお尋ねを申し上げます。 

 大きな２つ目、今般の自然災害、当市の水害

と、そして道路や河川の整備、管理状況につい

て、改めて見直す時期が来たというふうに感じ

ております。 

 平成24年４月現在、当市が所有管理下にある

市道路線については950路線、約504キロメート

ルに及びます。うち、舗装道路については229

キロ、砂利道等については265キロということ
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で、舗装率については46.3％であります。平成

24年３月議会で、議案第20号において67路線が

農道から市道に追加認定されました。その内容

については、農道からが62路線、公衆用道路か

らが４路線、民間の宅地開発路線から１路線と

いうことで、約31キロメートルにわたる市道の

追加認定がされたものであります。その時点で

の説明においては、政権交代による市道の交付

税措置がかつて農道の場合と市道の場合では約

1,800万円ほどの差が出て、交付税が多くなる

という説明を受けました。この点、交付税がか

つてより1,800万円ほどプラスになった現在、

市道管理について予算措置の内容について、市

長からお尋ねを申し上げます。 

 次に、市管理下の河川の管理についてお伺い

します。 

 これについては、ことし平成25年の３月の議

会で、長井市準用河川に係る河川管理施設等の

構造の技術的基準を定める条例制定で、一連の

河川の管理基準について条例が定まりました。

特に市が管理する準用河川を中心とする延長約

23キロの管理については、特に中心市街地を管

理する区域と上流部、野川河川水との調整を目

的とする流雪溝用水路がございます。近年の気

象変動に伴って、ゲリラ豪雨等でこれまでの日

常の管理がさらに問われる時期となってまいり

ましたので、１つとしては、日常の管理点検が

どのようになされておるのかお伺いをいたしま

す。２つ目として、周辺地域の地域住民による

ボランティアで川さらいとか草刈りとか、非常

に精力的に行われている地域もございますが、

全体としては管理者である長井市がどのように

日常、河川の管理をされておるのかお尋ねを申

し上げます。さらには、市のゲート管理、これ

についての現状もあわせて建設課長にお伺いを

いたします。 

 ３つ目、協働のまちづくり事業については、

地域の要望に対して、行政サービスとの整理が

十分になされてるのかお聞きをいたします。本

来、公共施設の管理については、行政が行うべ

きまちづくりの仕事でございます。平成24年度、

27件、494万2,891円の協働のまちづくり事業が

展開され、そのうち機械借上料が222万円、原

材料費271万円ということで事業が展開されて

おるわけですが、河川の基準や管理幅の確保、

道路等については、安全面が十分に確保されて

協働のまちづくり事業が展開されているのか、

これまでも多くの指摘があったわけですが、そ

の点について建設課長にお伺いをいたします。 

 ３つ目、今般の集中豪雨で、改めて市民生活

の安全を考えさせられました。１つとして、自

主防災組織の育成ということがずっとこの間、

事業展開でされております。また、２つ目とし

て、平成21年３月に作成された長井市洪水ハザ

ードマップが市民に配られております。発言通

告書の中では、防災マップと私、間違って記載

しておりますので、訂正をさせていただきます。 

 想定外という言葉がありますが、自然災害に

おいてはあらゆる災害を想定する必要がありま

す。特に今般の金井神地区の洪水については、

慈光園が災害時の金井神、舟場の一部、致芳地

区の森、東五十川地区の一時避難所として指定

をされ、記載がされております。また、最近気

象庁のいろいろな気象変化による警報等の表現、

発表の方法についても、大きく変わってマスコ

ミ等に流れております。ハザードマップの見直

しが、この際、再度点検が必要ではないかとい

うふうに思われますが、この点について総務課

長の所見をお伺いします。 

 以上で壇上からの質問を終わらせていただき

ます。ありがとうございました。（拍手） 

○小関勝助議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 小関秀一議員のご質問にお答え

いたします。 

 私のほうからは、２点目の長井市の公有財産

の管理についての１点だと思います。農道から
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市道への編入等で維持管理の対応はどう変わっ

たのかという点でございます。 

 農道の市道編入につきましては、農道、市道

別々に管理するよりも、市道に編入して交付税

対象として歳入を確保しながら一体的な管理を

するほうがより効率的な道路管理ができるとい

う趣旨から、平成23年度に航空測量を行いまし

て、平成24年３月議会で、議員からもございま

したように農道62路線、延長で30万597.6メー

トル、約30キロが市道認定されたところでござ

います。市道管理延長が延びたため、平成24年

度からは道路維持修繕業務委託料の予算を約

159万3,000円を増額いたしまして、また、平成

25年度からは置賜西部２号線、広域農道分34万

円分を増額いたしまして、道路補修等、市道と

同様の対応をしているところでございます。 

 なお、市道認定を議会のほうからいただく際

に、平成23年度に航空測量を行いました。この

経費が約3,845万円ということで、それらの経

費をまず当初、初期的経費としてかけているこ

とから、少しずつ交付税措置いただいてる部分

を今までできなかった道路維持管理のほうに余

計に予算を増額し、充実を図っていきたいと、

そのように考えているところでございます。 

 確かに1,800万円ぐらい交付税措置はしてい

ただいてるわけですが、その部分そくっととい

うことではなく、やはり維持管理の人件費もか

かるということでありますので、そんなことで

考えてるところでございます。私のほうからは

以上でございます。 

○小関勝助議長 鈴木榮一農業委員会会長。 

○鈴木榮一農業委員会会長 小関秀一議員のご質

問にお答えいたします。 

 私のほうからは、農地の担い手集約における

長井市の展望についてのうちの、（２）から

（４）までをお答えいたします。 

 農水省提案の農地中間管理機構（仮称）の目

的と課題について、でございますが、農地中間

管理機構（仮称）につきましては、まだ農水省

が検討状況などを公表した段階でございまして、

今後どのような方向性のもとに進んでまいるの

か、注意深く見守っている状況でございます。 

 しかしながら、制度設計の考え方などを見る

限り、耕作放棄地の解消を大きな柱としており

ますが、対象の農地の借り入れに関しては、全

ての農地が対象ではなく、農地として利用する

ことが著しく困難な場合等は借り入れを行わず、

また、借り入れ後一定の期間内に農地の貸し付

けの見込みが立たない等、農地として利用を維

持することが著しく困難となった場合等には賃

貸借契約を解除して滞留を防止するなどと、最

初から生産性の低い耕作放棄地は対象外として

選別されるようでございまして、いわゆる中山

間の耕作放棄地等については原野に戻すという

方向性が見てとれるようでございます。 

 過日、農業委員会で市内の耕作放棄地を巡回

いたしましたが、現在、市内には50町歩ぐらい

の耕作放棄地がございます。これは農業委員会

として把握している面積ですが、もともと大規

模・機械化できない、生産性も比較的低い農地

がほとんどでありまして、逆に集約しやすい競

争力の高い農地であれば、わざわざこのような

組織が出てこなくても、耕作放棄地とはならな

いと思えます。結局、耕作条件の不利な農地の

耕作放棄が促進されていくのではないかと危惧

されているところでございます。 

 なお、新聞報道等で、農業委員会が株式会社

や地域外の農家が農地を借りようとしてもなか

なか許可しないので耕作放棄地となることが多

いなどという記事がございましたが、長井市農

業委員会ではそのようなことは一切ございませ

んので、申し添えさせていただきます。 

 次に、（３）の農地の転用等の課題における

農業委員会の役割と農地中間管理機構（仮称）

の役割の整理が必要では、でございますが、議

員ご指摘のとおりでございまして、農業委員会
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以外の組織が農地の貸借や転用などを手がける

となりますと、誰がその案件が妥当なのかを判

断するのかなど、心配な部分がございます。耕

作放棄地対策として林農林水産大臣が、農業委

員会が所有者に対して農地中間管理機構（仮

称）に貸す意思があるかどうか確認するところ

から始まると発言されたなどとも聞いておりま

すが、農地中間管理機構（仮称）と農業委員会

がどのような役割分担となるのか、現在は詳細

がわかりませんので、情報収集に努め、適切に

対応してまいりたいと考えております。 

 次に、（４）農用地流動化奨励補助金の有効

活用と成果について、でございますが、大変貴

重なご意見いただきまして、ありがとうござい

ます。農用地の利用集積に関しましては、当市

では地元の事情に通じた改善団体が最初に利用

調整に関与いたしまして話が進む、という流れ

ができていますが、この改善団体が機能してい

ない市町村もあるなどとも聞いております。組

織は一旦活動を休止いたしますとなかなかもと

に戻すのは困難であると思いますので、農地の

利用集積を推進する上で大変大事な組織でござ

いますので、再度当補助金の効果や課題につき

まして、委員会内で検討してまいりたいと思い

ます。 

 なお、近年の農用地流動化奨励補助金申請件

数並びに支払い実績は、平成24年実績で65件中

42件、利用調整分で19万6,000円、42万5,511平

米でございます。23年度は59件中56件が成立い

たしまして、利用調整分は25万3,800円、39万

5,315平米でございます。平成22年は53件中44

件、利用調整分20万6,000円、31万5,743平米、

平成21年実績は49件中47件、利用調整分23万

9,000円、50万724平米の実績でございました。

なお、今後ともよろしくご指導お願いいたしま

す。以上でございます。 

○小関勝助議長 孫田邦彦農林課長。 

○孫田邦彦農林課長 小関秀一議員の質問にお答

えいたします。 

 私のほうからは、人・農地問題解決推進事業

の目的と課題についてということでご報告させ

ていただきたいと思います。 

 人・農地問題解決推進事業につきましては、

力強い農業構造を実現するため、集落、地域で

の徹底的な話し合いにより、地域農業のあり方

について議論を進め、地域農業を担う経営体や

生産基盤となる農地を将来において確保してい

くための展望、いわゆる人・農地プランの作成

を行っていく必要があるとされております。地

域の中心となる経営体の確保や経営体の農地の

集積に必要な取り組みを支援し、農業の競争力、

体質強化を図り、持続可能な農業を実現してい

くことを目的としています。 

 そのため本市ではアンケート調査を行い、そ

のアンケートをもとに各集落において話し合い

を行っていただき、昨年の４月に市の検討委員

会を開催し、旧町村を中心としながら、中央地

区を除く７地区において人・農地プランの作成

を行っております。その後、各地区の営農推進

協議会、実行組合、農業委員会、農用地利用改

善組合等の関係団体により運営委員会を組織い

ただき、プランの作成、見直し等を行っていた

だいております。 

 本年度の人・農地問題解決推進事業におきま

しては、その各地区の運営委員会の人・農地プ

ランの変更のための委託金及びプラン作成のた

めの検討委員における謝金並びに水田情報シス

テムの更新経費を見込んでおり、総額169万

8,000円ほどになってございます。その中で、

主な課題として見えてきてる部分がありますけ

れども、１点は、新たに集積に組み込めるのは

経営転換や離農者からの農地を中心で、大規模

な面的集積にはつながっていないということで

ございます。集積を行ってる中心的経営体が相

互に交換を行うことにより、より大規模な面的

集積を進めることができないかと考えておりま
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す。出し手からすると、貸す相手は誰でもいい

と思っているわけではないことから、二次的な

面的集積は進んでいない状況になっております。

２点目でありますが、条件不利地の集積が進ま

ないということであります。不整形な圃場や湿

田、進入路が狭い等の条件の悪い農地について

は受け手も少なく、担い手は仕方なく条件のい

いところと悪いところをセットで借り受けてい

るような事例もあるようでございます。また、

３点目は、地域で農地を守っていくという意識

や関心が薄れているということです。農家の減

少により管理が行き届かず、中心的経営体だけ

では十分な管理ができなくなってきてるようで

ございます。 

 これらの問題を解決していくには、大規模化

による圃場整備により農地集積の再編を行い、

また、出し手の理解を得ながら担い手が集積し

ている農地をシャッフルする新たな面的集積を

図る仕組みづくりが必要と考えております。以

上でございます。 

○小関勝助議長 宇津木正紀建設課長。 

○宇津木正紀建設課長 私に対して小関秀一議員

の質問については、河川の関係３点と、それか

ら協働のまちづくり支援事業についての２つ目

の３項目についてお答え申し上げます。 

 まず最初に、市が管理する河川について、ど

のような管理を行っているかということであり

ますが、まず、管理で一番大切であると思われ

るのは、未改修部分の改修、これが管理上一番

大切かなと思ってます。それから、河川パトロ

ールですね、こちらのほう随時行いまして、良

好な流れになっているかということを見てまい

ります。 

 そこで、どのような管理上必要かというと、

まず、毎年堆積する土砂のしゅんせつ、それか

ら、春から夏場、今もかなり、秋にかけてです

が、繁茂する川草の除去、それから、水門やと

め板によって流れがスムーズになってるか、調

整がうまくなってるかというふうな確認を行っ

ております。あと、ボランティアによる川草払

い等に対しては、川草を上げて片づける箱の提

供とか、あと、川から上げた川草等の後片づけ

について支援を行っております。あと、市のゲ

ート管理についての現状ということですが、水

門管理者を委嘱して管理をお願いしていますが、

豪雨時の際は早期に河川パトロールを行いまし

て、適正な水門調整がなされているかというこ

とを確認して回っております。 

 ２つ目の協働のまちづくり支援事業でありま

すが、こちらのほうは行政と地域の皆様が地域

の課題を共有しながら、地域の皆様がみずから

の手で行う道路、河川などの環境整備について、

重機などの借上料やコンクリート製品などの材

料費を支給するものでありますが、平成22年度

に創設されたものであります。この事業を実施

するに当たりまして行政側でさせていただくの

は、事業実施に当たってのアドバイス、それか

ら補助金交付による支援であります。 

 まず申請についてですが、作業計画書と位置

図、それから着手前写真を提出いただきまして、

作業内容が地区の技術力で可能な内容であるか

などを十分に聞き取り、相談しながら進めてお

ります。それで、地区の皆様が可能かどうか、

危険性はないのかというふうなことを確認しな

がら実施していただいておりまして、安全面に

ついても十分ご配慮いただくようにお願いして

いるところでございます。 

 水路幅の確保という問題でありますが、問題

の水路、問題というか、これからお話しします

水路については小さな水路、いわゆる青水とか

青線とか呼ばれる法定外公共物の水路ですが、

これは平成18年から市で管理を始めたもので、

それ以前については国のほうで払い下げなどの

手続を行っていたということで、市内には膨大

な数の青水はありまして、全てを市で確認、把

握してるわけではないということをまずご承知
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いただきたいと思います。地元で管理していた

だいてるものが大変多くて、全てを掌握してる

わけじゃないと。ただ、図面は市にありますし、

立ち会いを求められた場合は建設課の用地担当

のほうで立ち会いしまして、官地幅については

しっかりと確保しているというふうな状況であ

ります。問題の場所があれば市の建設課のほう

に相談いただいて、官地幅については今後も確

保してまいりたいと思います。 

 あと、今のところ協働のまちづくりで行って

る事業については、個人で行ってるわけではな

くて地区全体で取り組んで、流れが適正かどう

かというのは地元の方が一番ご存じであるだろ

うし、支障がないようになされているものだと

思っておりますが、先ほど申したとおりに、問

題があればいつでも建設課のほうに申しつけい

ただければ官地のほう確保してまいりますので、

よろしくお願いいたします。 

○小関勝助議長 中井 晃総務課長。 

○中井 晃総務課長 ３番目の洪水ハザードマッ

プの見直しが必要ではないかとのご質問にお答

えいたします。 

 東日本大震災や近年の災害を踏まえまして、

国では災害対策法の見直しを行っております。

大規模、広域の災害への対応や円滑かつ安全な

避難の確保、被災者保護対策の改善、日ごろの

防災への取り組みを重視した見直しが行われま

す。これを受けまして、避難所の見直しも必要

になってきております。また、洪水ハザードマ

ップにつきましても浸水区域の区分が変わりま

すし、これまでの警報よりももっと大規模の災

害が予想される際の特別警報制度が25年８月か

らスタートをしております。さらに、内水被害

箇所のうち、中小河川の溢水による被害箇所の

把握も必要になってきております。 

 災害対策基本法が26年の４月から本施行にな

りますけれども、それを踏まえまして、市の防

災計画、ハザードマップ、避難所等の見直しが

必要になってきております。 

○小関勝助議長 ５番、小関秀一議員。 

○５番 小関秀一議員 それでは、ちょっとわか

んねえ部分の補足も含めてお聞きをします。 

 最初の農業関係の部分で、国は10月の臨時国

会を目標として、先ほど来申し上げております

農地中間管理機構、仮称でありますが、の設置

に向けて動き出そうとしてるということで、さ

っき農業委員会の会長からはまだ未定稿という

ふうな部分でありますが、その中にはかなりマ

スコミや、あと農林水産省の発信してる情報の

中からも、いわゆる県のかつての農業公社、県

の農業振興機構に当たる部分の組織がえも含め

てスタートするというふうなことが伝わってき

てるわけです。既に恐らく農業委員会組織とし

ては県の農業会議、全国の農業会議で十分に、

これは大事な組織改編でありますので、検討さ

れてるんでないかなというふうに私は期待して

るわけですが、特にこの中の一番とひっかかる

ことについては、市町村、農協等、今までやっ

てきた農地管理の組織に加えて、民間企業にも

業務委託を可能にするというところが私は危惧

というか、心配してると。あと資金面も含めて、

いわゆる一般企業、また信託等の組織の参入に

ついても、もう既に検討さ入ってるというふう

に伝わってきてるわけです。長井市のみならず

企業の農地所有については、ノーというふうに

農地法なり基盤法で設定されましたが、平成16

年からの長井市においては特区の参入、あと農

地法の平成21年か、農地法の改正以来、もうリ

ース事業については企業もオーケーということ

で既になっているわけですけれども、いわゆる

所有についてはストップをかけているという農

地管理の基本的なところがここで崩れはしまい

かって、私は本気で心配してるんですよ。 

 これはＴＰＰの絡みもあって、例えばですが、

ここさ、コンビニつくっちゃいのよという一般

企業が、農業者じゃないと農地買わんにぇごで
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という規制緩和が、例えば取っ払わっちゃ場合、

もう何ていうんだ、規制、全く優良農地の確保

ができなくなるという想定が、この組織外でス

タートしないかというふうに私は心配してるん

ですが、そこら辺の組織の中での検討というの

はどういうふうに今検討されていますか。 

○小関勝助議長 鈴木榮一農業委員会会長。 

○鈴木榮一農業委員会会長 お答えいたします。 

 ただいま小関秀一議員のおっしゃるとおり、

そのとおりでございます。我々もそういう危惧

は一段と強く持っているところでございます。 

 この中間管理機構の審議メンバーをお聞きし

ますと、農業団体、農業関係の方々が１人もい

ないというところが一番怖いなというように感

じております。 

○小関勝助議長 ５番、小関秀一議員。 

○５番 小関秀一議員 これは産業競争会議とい

う、農業者ってな立場で、いわゆる財界のとい

うか、立場でのさまざまな農地の全面解禁とい

う格好が狙いとして見え隠れするわけですが、

特に農業生産法人等の要件も撤廃され、直接の

所得補償の段階的な削減等も含めて、裏には、

これは食料確保、食料自給率を高めんべという

言葉の裏に、こうした動きが綿々と、着々と進

まってるとすれば、長井市の農業政策なんてい

うのはすぐ吹っ飛んでいくということでありま

すし、ぜひ全国組織挙げて、点検と私は、いわ

ゆる企業の参入についてはストップをかけるよ

うな農地法の堅持という立場で頑張っていただ

きたいなというふうに思います。 

 いや、恐らく市長、これ指名してないから市

長からはどうかと思いますが、９月５日付で県

が出します、10月に施行されます水資源保全条

例に長井市の野川地区1,605ヘクタールが県か

ら指定されて、公共用水の取水地域がある長井

市が指定を受けるという動きが進んでいるよう

であります。当然、私たちもかねてから、豊か

な水のある地域にもかかわらず、上流部が心配

のある業者さんやら海外の投資家やらに土地を

押さえられたりしないようにという要望なり手

法を探ってきた経過の中では、県の対応という

のは非常にえがったなというふうに思いますし、

当長井地区の野川の上流部が指定されるという

ふうなことは、これは市民にとっても大変喜ば

しいことだなというふうに思いますが、市長に

指名しておりませんので、関係では建設課長で

すか。この県の条例の対応と、長井市にとって

の今後の取り組みについて、もし情報なり考え

方あればお聞かせ願いたいんですが、よろしい

ですか。 

○小関勝助議長 ちょっと通告外ですので、小

関秀一議員、通告に従って質問してください。 

○５番 小関秀一議員 はい、わかりました。済

みません。 

 済みません、じゃあ、もとへ。長井市の水管

理、水路管理について関係があろうかというふ

うに、非常に大事なことだというふうに思った

ので、追加して質問してしまいましたが、もと

へ戻します。 

 河川の管理については、今、建設課長からる

る説明がありましたし、地域の方々とのボラン

ティアの中も含めて管理をされてるということ

でありますが、昨年、準用河川にかかわる構造

の技術的基準で、これは堤防の高さなり計画高

水位、計画降水量等で、これは地方自治法の改

正による自治体でさまざまな河川管理の基準を

決めていいよっていうふうな条例改正だったと

は思いますが、今般のような豪雨を経験した上

で、のり面の高さ、堤防の高さ等の見直し等が

必要なのかどうか、これについて建設課長のお

考えを確認させていただきたいと思います。 

○小関勝助議長 宇津木正紀建設課長。 

○宇津木正紀建設課長 ただいま河川管理の基準

として堤防の高さとか、のり面の高さの見直し

があるかというご質問でございますが、先ほど

市長申し上げましたとおりに、根本的な計画的
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な河川改修が必要だろうということで、こうい

うのり面とか堤防の高さというふうなものを定

めるような、やっぱり河川網図からつくり上げ

るのが必要かなと思ってます。道路網図がある

ように河川網図もとても必要なことで、そこか

ら下流のほうから改修を計画的にやってくこと

が肝要なことだと思っております。それでもっ

て整備を進めていくのがベストだというふうに

考えております。 

○小関勝助議長 ５番、小関秀一議員。 

○５番 小関秀一議員 先ほど来の回答でも、下

流部から河川の改修についてはしていかんなね

というふうなことについては当然であるし、か

ねてより100年に一遍、10年に一遍の増水に対

して、堰堤の高さなり川幅が決めてきたという

ふうな経過もあるわけですが、近年の豪雨につ

いては、非常に今までの基準でいいのかなとい

うふうな心配がございますので、ぜひ改良を計

画される上では、そういう数字上の検討もして

いただきながら、今後の長井市の河川の管理に

当たっていただきたいなというふうにお願いを

申し上げます。 

 特に長井市の場合は、中央地区は今回増水を

したというふうなことの理由の一つとして、大

きく上げて２つあるかと思います。 

 最上川に対する水の逃げ場、あと上流部から

町場に来る水の調整がいかにできるかというふ

うな、大きくいえば２つの課題があんなべなと

いうふうに思いますが、最上川にはけ口として

流すゲート管理やら、水底の調整等については、

特に私、気になってんのは建設課と、あと５カ

所ほど上下水道課で管理するゲートがあるとい

うふうに聞いております。非常に集中的に雨が

降って増水したときの瞬時のゲート管理が一元

化していないというふうなことについては、こ

れ問題ないのかなというふうに私は思ったとこ

ろですが、これについて建設課長はいかが考え

られておりますか。 

○小関勝助議長 宇津木正紀建設課長。 

○宇津木正紀建設課長 小関秀一議員おっしゃい

ますとおりに、上下水道課では５つの水門を管

理してますが、こちらのほうは長井市下水道水

門管理規程というふうなことをもとに管理して

ますので、一気に一元化というのは難しい課題

があるかなというふうに考えておりますが、ま

ず、建設課と上下水道課で情報を共有して、お

互いの水門がしっかりと調整になってるかとい

うことを確認しながら、やはり連絡を密にしな

ら対応を、まずとりあえずやっていくことが大

切かなというふうに考えております。 

 その先の問題、一元化については、条例改正

等、上位法がありますので、それをクリアでき

るかどうかということを今後検討が必要かなと

いうふうに考えております。 

○小関勝助議長 ５番、小関秀一議員。 

○５番 小関秀一議員 ありがとうございました。 

 ぜひ、瞬時の豪雨の際のゲート管理について

は、現場はゲート管理者を恐らく指定をして、

お願いをして管理をしていただいてるというふ

うなことだというふうには思いますが、さらに

適正にゲート管理ができてるかを指導、管理す

ることが、また大事な行政の仕事だべなという

ふうに思います。これが一元化できるようにし

てもらうよう、私はぜひ前向きに検討をお願い

するものであります。 

 さっき河川管理の中でも、川底の草葉取りと、

あと土砂上げ等の水路管理については、地区に

お任せというか、地区の協力でボランティアの

管理も多く河川があるというふうにお聞きをし

ました。例えばですが、農用地内の農業用水に

ついては、野川管内であれば野川土地改良区で

管理料を地権者、耕作者に10アール当たり

1,100円、年間支払いをして、草刈りなり用水

管理等をしていただいてるっていう経過ありま

す。 

 さっき準用河川と、国から18年に市の管理に
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なりました法定外公共物の管理については、地

元が一番わかってる、管理もしていただいたっ

ていう、これは現状はわかるわけですが、市と

してのさまざまな防災対策も含めて、支援策が

さらに地区に必要なんじゃないかなって私は思

ったわけですが、その点の検討は建設課長は今

までなされたのか、さらには要望があるのかど

うか、お尋ねをします。 

○小関勝助議長 宇津木正紀建設課長。 

○宇津木正紀建設課長 法定外公共物、水路のほ

うの件については、本当に小さな堀こみたいな

ものですので、要望っていうのはそこに側溝入

れて泥がたまりにくいように、またはすくい上

げが楽なようにしていきたいということで、協

働のまちづくり支援事業で相当ご利用いただい

ております。昨年も大分数がございましたので、

こちらで地区のほうでは活用して進めていただ

いているというふうに思っております。 

 あと、土地改良区で行っている河川管理につ

いては、これ生産手段の一環として行っている

わけです。それ以外の町場の河川については、

やっぱり生活用水、先ほど小関議員おっしゃい

ましたとおりに、防災、火事があったとき板で

とめて対応するとか、そういう自分たちのため

の用水というふうな、あと消雪ですね、そのた

めのものとして行っていますので、建設課で行

っているしゅんせつもありますが、地区で行っ

ているしゅんせつについては、自分たちの生活

を守るっていうふうなことで行っていただいて

いるというふうに捉えているところです。 

○小関勝助議長 ５番、小関秀一議員。 

○５番 小関秀一議員 区分けをして、例えば郡

部の農業地域では、いわゆる生産農家に対する

管理ということで、特に長井市、国からの支援

で水の環境整備の事業もあわせて、水路管理に

ついては非常に手厚くなってきたなというふう

に私は感じてます。 

 特に今、検討が必要だとされている、いわゆ

る中央地区の水路の改修なり見直しなり等につ

いては、今、建設課長からあったようなまちづ

くりの支援事業だけでは、本当に十分な改善が

できるのかなっていうふうに私は心配するんで

す。つまり、地域から上がってこないと行政は

なかなか手つけねえということが、現実にむし

ろないのかなというふうに思われる心配があり

ます。 

 前の議会の議論でもあったんだけんども、機

械とか、何だ、部材についてはこの補助事業の

対象になるんだけんども、例えば人件費、特に

重機を扱うオペレーターなんかの確保について

はなかなかできないと、この事業でできないと

すっと、業者さんにというふうなことでは、非

常に高額な工事にならざるを得ないんだべとい

うふうに私は思うんだけんども、その辺のこの

事業に対する見直し等については、検討された

経過があるかどうか、建設課長にお伺いします。 

○小関勝助議長 宇津木正紀建設課長。 

○宇津木正紀建設課長 協働のまちづくり支援事

業については、オペレーターつきで機械の借り

上げ料ということで単価を見ておりますので、

オペレーターつきで機械が借りられるので、そ

ういうやり方を行ってる地区もかなりあるとい

うふうに見ております。 

○小関勝助議長 ５番、小関秀一議員。 

○５番 小関秀一議員 ありがとうございます。 

 河川や農道の市の財産の管理については、十

分気を使いながらしていただいてる経過はわか

りますが、まだまだ日常管理については、市民

の要望等について、事業費の成果指標にも十分

とは言えないというふうな表現がたくさんあり

ます。その辺も予算づけをしながら前に進んで

いただければなという要望を申し上げて、質問

を終了させていただきます。ありがとうござい

ました。 

○小関勝助議長 申し上げます。ここで鈴木榮一

農業委員会会長から早退させてほしい旨の申し




